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石油流通機構の生成と石油流通取引の原型

























2. 居留地取引期間の流通機構 （1868 年 （明治元年）から1892 年 （明治25 年））
我が国における本格的な石油流通は、燈火としての灯油（石油ランプの燃料）の流通から始まった
石油ランプは、まず街路灯や商業用として導入され、順次家庭や工場に普及していった。ガス灯
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が1872年 明治b 年）、電灯 が1882 年 明治ib 年）に実用化されているが、ガス、電気には供給設備
が必要であったが、石油ランプにはそれらの施設が必要なかったことから爆発的な普及に繋がった
（日本石油（1988),pp.32-33 几




外国商館と引取商の取引は、「此頃は運賃の関係上、帆船積にて 六ヶ月乃至七 ヶ月の航海 日子を
要したから、二三月頃米國積出しに係わるもの」 と航海中の製品を対象にした先物取引であり、引











輸入製品は、その漏洩や木箱の状態によって1 番から4 番に区分され、価格 も2 番は、1 番より23
銭安、3 番は、1 番 より10銭から12 ～13 銭安、4 番は、1 番 より18銭から20 銭安で取引が行われ




石油商人は、同業 組合的組織 として、大阪で1875年 （明治8 年）に菜種油などを扱う植物油を主
とする油卸商（問屋ヽ 仲買人）が「油商社」をヽ1877 年（明治10 年）には「油商所」、1881年（明治14
年）には［油会社］を設立し、東京でも1881 年 明治u 年）2 月に東京で［油会所］を設立し7、
神戸においても1882 年（明治5 年）に 「神戸石油会社」が設立されている。
小売段階 では、油商や 雑貨店におけ る店売 りから行商人に よる「引 き売 り」 までが存在し、地方
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では米穀商、海産物商などが卸売・小売の1 品目とし七灯油を扱っていた'( モービル石油(1993),p.48
、日本石油(1988),p.36、石川県石油販売協同組合(1970),p.27) 。
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内では中味販売を行ったこと。第2 に国内転送に鉄道タンク車や内航タンカ¬を建設し効率的配送
を行ったこと。そして第3 に特約店制度を導入したことであるレ
浅野は、東京浅野石油部、横浜油槽所、名古屋油槽所 の3 つを主要拠点 とし、地方 向け は、特約
問屋一地方問屋一仲買一小売、東京市内では、特約市中問屋一仲買－小売と特 約販売店を 使用し、
横浜油槽所では問屋を通さずに直接仲買に販売するなどマルチ・チャネル政策を とっていた。
また浅野は、東京において現在 の特約店制度の原型 とされる「八扇 会」11を 設立 して い る（奥 田
（1976 ）、pp.74-75、阿部（1988 ）,p.147、日本石油（1988 ）、p.95）。この八扇会は、個別に契約を行うの
ではなく、8 人 の問屋が共同して東京地区の販路を拡大するものである。浅野石油部は、八扇会の
数量を合計して責任販売量を決め、責任数量を上回った場合に割り戻しする制度を採用していた12
ロシア灯油が市況に与えた影響について、日本石油の「第5 回決算報告」（明治25 年4 月～26 年3
月）は 「安値のロシア ≒
度も「4 月上旬、ロシアタンク油の低廉に圧 せられ、1 函代金1 円38 銭なりしに（以下略）］と伝え
ている（日本石油（1988 ）,p.96）。
一方、 ソコニーは、 ニューヨークで商館（商社） との取引（FOB 取引）を行っていたが、ロシ
ア灯油に対抗するために1893 年（明治26 年）に横浜に営業所を開設し、商館経由から直接販売に切
り替えた。横浜営業所では、増田屋増田増蔵 （横浜）、増田屋阿部幸兵衛（横浜）、萬屋桑原福次郎






し、又売渡の順序 も此手順を踏まなけ ればならぬこと（日本石油（1914 ）,pp.207-208) 。」と仲買まで
事実上系列化（帳合制）していたことを示している13．







1900 年 明治s 年）にマーカス・サミュエルは、石油販売活動を強化するために、石油部門をサ
ミュエル商会から切り離し、ライジングサソ石油㈱を横浜に設立した。 ライジングサソは、1904 年




ある野内（青森県）、武豊 （愛知県）、野田（神戸 市） への沿岸輸送を強化するために、1912 （大正
元年） に帝国船舶㈱を設立した。これ以降ライジングサソは、ロイヤルダ ッチシ ェルの国内販売拠
点開発の要として特約店網を自ら積極的に開発することになった（日本石油（1988 ）,p.115九







ある。当然箱詰め状態からバルク輸送になれば、新たな油槽 基地と輸送方 法が必 要に な った が、1906
年には横浜、神戸、門司に油槽所 が設置され、油槽所網は、順次全国に拡大 され、1910 年まで
に完成している（モービル（1993 ）,pp.71-72）。





さらに1907 年（明治40 年）には三明商店の契約期間終了（4 年間）にともない、本格的な代理店
契約に移行した。この代理店契約書には以下の7 点が盛り込 まれた。（1）販売地区の指定、（2）指定
価格と手数料に よる販売、（3）他社製品の取 り扱い禁止、（4）90日間の支払猶予と担 保の設定、（5）毎
月7 、14、21 日と月末に販売実績を報告する義務、（6）会社検査員に よる帳簿、倉 庫などの業務点検
の受け入れ、（7）値段、条件の秘密厳守、 である。
また同時に需要の拡大に合わせて、市場の深耕をぱかるため、指定代理店 の傘下に副代理店制度
が導 入さ れたが、この契約 も ソコニ ーと代理店 との契 約に 準拠したもの であ っ た （ モ ービ ル


































まず品質問題であるが、国産製 品は 「大設備の一二會社のものを除く外は無敷 の小製油所に より
て製出されるもので、其品位規格一定せず、同一 の製造所より出づる品と雖も値段に よりて内容を
腱ず るという有様（日本石油（1914 ）,p.320)」 であり品質はばらつ き、粗悪品が多 く出回っていた。





調査を行っている。この調査結果は、当時 の国産油のおかれていた状況を良 く表 している。この調
査は売れ行き不振（販路閉塞）の原因として、小規模製油からもたらされる（1）品質の粗悪、（2）製
品の不統一、（3）信用薄弱、（4）仲買の無信用、無規律、（5）問屋と銀行が仲買を信用しないため荷為




商標を打 った越後油も、彼の阪神地方に行けば、哀れ商標を剥奪されて、名 も無 き浮浪の石油となさ
れたる（以下略）（井 口（1963 ）,p.85）。」と状況を示 している。しかも外国産油が値上げ する場合には、
価格を据え置 くために逆に越後油は値下げ させられるとい う状況であった（由岐（1935 ）,p。148）。










のを受け、外資の直接進 出への脅威 への対抗29などから宝 田石油への大合同が実現し、そ の後 の石
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約を行なわなければならなかった。
具体的には、日本石油（大正3 年10 月特約契約）は、特約契約に対し、販売相当金額の物件を担













起用が必要とな ったが、準特約販売店の起用については「商権保全と債権保全 の見返 りとして、準












































































































8 ．灯 油を 中心 と する 石 油流 通 の 終 焉1898
年（明治31年） には、石油製品に占める灯油の割合は、90 ％近くまで下降し、1902 年（明治35








灯油の石油製品 内生産比率は、1926 年（昭和元年）には、18.3 ％まで比率を下げ、供給量もピ ー
ク時の3 分の1 の131 千kl まで低下していた（石油連盟(1985 ）付表（15）,pp.356-387 ）。
「瓦斯 と電気の普及は、石油を燈用としての王座から引きずり降した。瓦斯燈、電燈はランプを
都市から農村に追ひや り、遂に今日では、 よほ どの山間僻地か、燈台か、船舶でもなけ れば見られ
ないやうな状態になってし まつ てゐる。そして、燈油よりやや重い軽油に混ずることに よっ て、や
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モービル石油（1993）『100 年のありがとう モービル石油の歴史』、モービル石油。
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張に伴いますます領分を拡めてい く（「東京朝日新聞」明治41 年12月9 日）。」と記載している。2
本稿における石油の計量単位としては、「石」（10斗、1.135 バーレル、180.39 リ ット ル）、缶 （1 斗、18










灯油製品の規格は、引火点は、華氏no 度以上であること、比重はボーj 度45 を下回らないこと、重量で販
売し、1 ガロンを6.5 ポンドとすること（1 箱は、65 ポンド）、樽の総重量は360 ～415 ポンドであ り、材料
としてホワイトアークを使用し、 アルカリ液で洗浄する。他に帯金や樽の色指定、風袋についても厳しい
規則があった（モービル石油（1993) ）47）。 また買い手は自己の負担で風袋込みの重量検査 の権限を持ち、
サンプルで著しい誤差が生じた場合は、全荷の補償を受けることができた（井口（1963),p.53 ）。






に製油所を建設し、1883 年にロスチャイルドが、バターの石油権益を 獲得し、 カスピ アソ・アソド・ブ










（1988 ）、p.l47,pl52、井 口（1963）,p.107、浅野（1925 ）,pp.425-426) 。12





年（明治32 年）の日英条約の改正2 条は、「両締盟国ノー方ノ臣民ハ他ノ一方ノ版図 ノ内何レノ所 二於
イテモ総テ正業 二属スル各種ノ生産物ノ製造品及貨物 ノ卸売若 ハ小売営業 二従事スルヲ得ヘシ」として営
業の自由を認めたことから、外資の流通への直接進出の契機となった。15
インターナショナル石油は、採油量が伸びないために、650万円を投入していた事業を、1907年に北海道を
除 く資産を 日本石油に175 万円で譲渡し、1911 年に北海道 の資産も総て15万円で売却し て事業から撤退し
ている（モービル石油(1993 ）,pp.68-69）。16

















現在の授権資本ではなく、分割して徴収する公称資本金額。 日本石油の原始定款 第7 条、第8 条（有限
責任日本石油株式会社定款、明治21年2 月20 日）によると払い込 みは6 期に分けて行われることになって
いた。22
ソコニーを始め、輸入製品の製品会社は既に述べたとおり、他社買い（他社製品の自社製品への混入）を






明治21 年に小規模削井による経営の不効率から尼瀬石油が合同により鉱区7 万6000 坪の規模で設立された
が、社内不統一から業績不振に陥り、25 年に越後石油会社（後の日宝石油）に買収された。この他にも大









き賓田會社の商標たる賓玉、日本會社の煽幅は全國市場に燦然として其の光 輝を浸す るに至 れり（ 門馬
（1909 ）,p.307）。」29
実際にはインターナショナル社の進出脅威だけではなく、明治34 年の金融恐慌、同年 の関税引 き上げによ
る駆け込み輸入による供給過剰、近代化競争に乗り遅れた業者の存在、日露戦争による流通萎縮、石油会
社の株価の低迷などの要因が重なってこの大合同が実現した（日本石油（1988 ）,pp.119-122）。30
宝田は、35 年3 月に資本金を60 万円から150 万円に増資し、21 社、36年3 月までに9 社合 計30 社を合併し
た。この第一次合同には、長岡製油所、浅野製油所などが含まれている。また第二次合同として、36 年に50
万円の社債と150 万円の増資を行い、37年から38 年にかけて、日宝石油、宝扇石油商会、浅野削井部など19






つ有利だからであった。すなわちその頃越後油は委託販売 のような形式で買 い付け るこ とが出来た（中
略）油の代金は品物を売り捌いた上で支払えぼ よかった」と当時の状況を伝えている（奥田（1976 ）,p。79）。33







































と改題、月刊誌となった。大正6 年5 月に雑誌体に変更し、昭和19年3 月に休刊するまで石油の専門誌と
して重要な役割を果たした( 日本石油(1958),PP.244-245)。45
しかしマージン率5 分では採算割れを起こすマージン率であった。461908
年の「灯油( 石油) 戦争」と呼ばれた期間の特売」において、「スタンダードを初め、ライジングサソ
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も、勧業債権、商品切符乃至反物などの籤引景品付にて、賑に責出しを試みた(以下略)( 日本石油(1914),p.506)
。」47
明治40年代には、水力発電の増加によって電燈料金は急速に低下しつつあった。大正元年の電燈普及率は16
％～17％であり、その後急速に普及していった( 日本石油(1988),p.138)。(1998
年9 月29 日受理)
